














令和３年度
第１回理事会　議事録

日　時：令和3年4月17日（土）14：05～16：10
会　場：新潟ユニゾンプラザ（Web併用開催）
出席者：会場：四方、吉井、山倉（以上理事3名）
　　　　水越（以上監事1名）、山中（記録）
　　　　Web：石井、村山、一ノ本、能村、伊東、

門脇、北上、小山、佐藤、渋谷、松岡、山田
（以上理事12名）、横田（以上監事1名）

欠席者：菊入、尾﨑、貝淵（以上理事3名）

Ⅰ．協議事項
１．会員管理について（吉井事務局長）
　入会者0名、退会者10名　退会者（会員資格喪失）：9名
4月17日時点正会員数1,036名（休会者26名）⇒　承認
２．令和２年度事業報告および決算報告について
１）決算報告について（吉井財務部長）
　決算書について報告、公益法人として下記3点の
財務上の基準を満たした。
①　公益目的事業費は236万5100円の赤字（収支相
償）
②　現金預金残高は452万6005円、公益目的事業の
事業費
　　総額は974万6920円（遊休財産額が１年間の公
益目的事業費を超えないと見込まれること）
③　収益の50％以上を公益目的事業で支出（公益目
的事業費率）
　　令和2年度未納会費は24万円、令和1年度以前の
未納会費は10万円で、この10万円は雑損失として
計上。
令和2年度の決算の特徴として、
・収入：事業収入の減額（オンライン研修会参加費
無料、派遣事業の減少）、会費収入の減額（会費
一部返金のため）

・経常費用の事業費：消耗品費増額（オンライン研
修用備品購入）、通信運搬費の増額（オンライン
研修用備品発送）

・印刷製本費、旅費交通費、賃借料、諸謝金減額
（研修会開催減少やオンライン開催のため）

・委託費の増額（ホームページ更新作業のため）
・通信運搬費と手数料の増額（会費一部返金作業の
ため）

・委託費の増額（登記手数料と事務局PC入れ替え
のため）
　収支計算書では、当初予算よりも収入は186万
6677円少なかったが、支出は8万2750円の差額とな
り、結果、正味財産期末残高は、令和年度末よりも
176万5450円少なくなり、487万9372円となった。
２）事業報告について（四方会長）
（1）令和2年度総括：上半期はすべての事業を中止し、
下半期に事業が集中することになったが、ほぼすべ
ての事業を遂行することができた。コロナ禍による
会員派遣事業（ケア会議、茶の間、特別支援学校訪
問など）の派遣数減少はやむを得なかったが、当士
会が作成したZoomを活用したWeb研修会マニュア
ルは他県士会や他団体からも参考にしたいと依頼が
多かった。

　　会費の一部返金については、2月に返金すること
を決議したにも関わらず、3月末日までに1,007名に
返金することができた。会員には総会時に上記内容
を説明し、コロナ禍においても会員に有益になるよ
うに事業を進めていきたい。
（2）監事監査での指摘事項
　　事業報告書内の以下の２点について、内容を詳し
く記載した方が良いと指摘を受けた。
　　「イ．会員の人格、倫理及び学術技能の研鑽を図
る事業（１）学術大会・研修会等」における
　①　動画配信研修（YouTubeによる配信）：配信

した動画の具体的な内容を記載した方が良い
　②　妙技研修�in�新潟：精神科妙技研修など対象と

内容を分かりやすく記載した方が良い
　➡①村山副会長より、「事業名」を「地域包括ケア

システム推進委員会　動画配信研修」へ、「内
容」を「講義・介護保険について・総合事業につ
いて・地域リハビリテーション勉強会リマイン
ド・認知症アップデート研修(BPSDについて)」
へ追記修正することに

　➡②門脇理事より、「内容」と「精神分野における
「がまぐちキーホルダー」を使用した評価シート
作成について講義、取組発表、事例報告」へ修正
追記すること

　　以上の修正追記を行った。
３）監事監査報告（水越監事）
　吉井財務部長より会計決算報告をもとに説明を受け
た。出金伝票、出納長についても確認し、健全な県
士会運営ができていることを確認することができた。
　四方会長より事業報告を受けたが、半年間で報告
書に記載された事業内容を実施できたこと、Web
での研修会運営は会員にとってもメリットが多かっ
たこと、全体を通して成果が大きかったと思われる。
公益社団法人を長く維持していくためにも、単年度
に限らず、安定した運営につとめて欲しい。
（1）会計処理について：可能な限り内部流用を作ら
ず、運用することがのぞましい。目的がある財産の
積み立て（周年事業、事務局移転時のための費用な
ど）を検討すること、また年会費が妥当な金額かを
考えて欲しい。
（2）組織率について：安定した組織運営を維持する
には、組織率が重要である。若い会員に魅力的な事
業を提示したり、SNSを活用したりして情報を発信
し、組織率を維持して欲しい。
（3）役員について：安定した法人運営を維持するに
は、役員の体制作りが重要である。三役、財務部長
が主となり、今後も長期的な展望を持って組織運営
をして欲しい。� � 　　　　　　　　
⇒　承認
３．補正予算について（村山副会長）
１）地域包括ケアシステム推進委員会
　【収入】（補正前）0円　→　（補正後）100,000円
　　新潟県リハビリテーション専門職協議会より、各

団体に予算100,000円を振り込む。新たな事業依
頼があり、新任助言者研修の内容を企画

　【支出】（補正前）235,080円　→　（補正後）
335,080円

　　新任助言者研修および助言者FU研修会費用とし
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て計上
２）ケア協議会
　【収入】（補正前）0円　→　（補正後）300,000円
　　事業委託料（新潟県地域包括ケア支援専門職協議

会より）
　【支出】（補正前）0円　→　（補正後）300,000円
　　助言者向けフォローアップ研修（動画配信ツール

作成）の費用として計上　� � ⇒　承認

Ⅱ．報告事項
１．会長報告（四方会長）
１）協会員＝士会員実現のための検討会（3月26日）
　　協会顧問弁護士（山田氏）、ほか協会役員にて検
討会議を行った。当士会は公益社団法人に移行した
際、定款を変更し、定款には「協会＝士会員」との
文言を追加した。しかし、山田顧問弁護士より、会
員の帰属権利を保障しないことは、法律上問題があ
るとの指摘を受けた。ただし定款施行日を基準に考
え、施工日以前に入会している会員は、法律上の問
題はない。「協会員＝士会員」が提示されて以降、
定款を変更し、取り組みを進めていたのが当士会の
みであった。協会員＝士会員を推奨はしていくが、
強要することはできないため以下の対応とする。
（1）研修会参加：協会に入会していない場合、士会
主催の研修会を受講できるが、生涯教育ポイントは
付与されない。
（2）会員証の発行：これまで協会に入会していない
場合は、県士会の会員証を発行していなかったが、
今後は発行する。
２）第2回県議会議員団意見交換会（3月22日）
　　2回目の意見交換会であったため、前回に比べス
ムーズに意見交換を行うことができ、特別支援教育
に関する内容を中心に議論した。派遣事業を紹介し、
特別支援学校にリハ専門職を配置する必要性を認識
してもらえたが、法的な根拠はなく、財政的にも難
しいことが挙げられた。国からの助成金や努力支援
交付金の活用なども検討された。
　　意見交換会終了後、岩村良一県議会議員より、
PT：佐藤成登志会長に障害者・障害児・放課後デ
イサービスらと意見交換会を開催したいと連絡が
入ったとのこと。小中学校の部活動・クラブ活動へ
のリハ専門職の関わり方を見直すなど、今後も県・
議員・士会との意見交換や議論を進めていきたい。
　自動車運転再開について、県の社会福祉協議会と連
携したらどうかと助言があった。
　　新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会に、
リハ専門職協議会として加盟することを検討した。
２．事務局報告（吉井事務局長）
１）協会より2021年度�生涯教育制度推進担当者人選
の検討依頼があり、今年度も継続して、大桃貴博氏
（三之町病院）に依頼した。
２）県より表彰関係（第17回ヘルシー・ソサエティ賞
候補者）の案内送付があったが、表彰委員会に確認
したところ、該当者がいないと連絡を受けた。
３）放課後デイサービス事業所の求人依頼があったが、
職種がPTであったためPT事務局に連絡した。
４）PT士会より関東甲信越ブロック学会の後援依頼
があった。承認することをPT士会に連絡した。

５）令和3年3月31日付で、1,007名全員に1,000円を返
金する作業が完了した。
３．理事報告（必要事項のみ抜粋して記載）
１）財務部（吉井財務部長）
　　流用作業を実施し、会長・理事に報告した。4月8
日、さくら会計巡回監査指導を受けた。
２）地域包括ケアシステム推進委員会
　（茶の間）（松岡理事）
　　3月29日に新潟市との打ち合わせ（令和2年度事業
報告、令和3年度活動計画）を行った。2ヶ所のモデ
ルハウスが再開の目途が立っておらず、従来のよう
な派遣ができないため、コロナ禍での事業への参画
の難しさを話し合った。ほか、事例集の作成・発行、
全国学会での演題発表を行った。
３）企画戦略委員会　Web推進部会（石井副会長、
北上理事）
（1）2022年度にハイブリット研修会の開催を目標に
準備
（2）Webに関するサポート窓口の設置（Gmailアド
レスの開設）
（3）Zoomを活用したWeb会議開催マニュアル加
筆・修正作業
　　上記3点について説明があり、ICT・IOTに詳し
い委員を必要に応じて追加していく。担当は尾﨑理
事、委員長は佐藤（新潟西蒲メディカルセンター病
院）の予定である。各委員会からWeb会議・研修
会を運営した委員を1名ずつ輩出し、推進部会の委
員を担うとの意見も挙がったが、選出が困難だと思
われるため、今年度は行わない。
（4）LINEの開設について：ライトプランで進めてい
く予定。県士会主催の研修会案内、県士会からのお
知らせ、各理事からの情報発信など、その他介護報
酬の改訂情報などリンクを貼り付け、友達に発信す
ることを検討している。6月頃に広報部のGoogleア
カウントを作成する予定である。
４）総会議事運営委員会（山倉理事）
　　令和3年度�定時社員総会は6月13日（日）10：30
～12：00　Webでの開催を予定。内容は令和2年度
事業報告・決算報告に加え、改定された各種規程に
ついて決議する。また、令和3年度事業計画・当初
予算案についても報告する。
　　昨年度と同様、委員長や支部長に出席を促し、参
加受付はGoogleフォームにて行う予定である。
　　（5月定期便にてお知らせ）総会予行日を5月30日
（日）とし、議事録署名人（2名）は吉井事務局長、
山倉理事を選出する予定である。
４．その他
１）新潟県作業療法学会演題登録について（能村理事）
　　演題登録〆切を1ヶ月間延長、4月17日時点での登
録数は9演題となった。例年40演題程の登録がある
ので、20演題を目標に理事・監事の所属施設を中心
に声掛けをして欲しい。
２）公開講座について（松岡理事）
　　全3回Webでの公開講座を企画しているが、具体
的な講座内容や講師の推薦について、意見を挙げて
欲しい。

以上
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http://www.gtb-niigata.jp/

　　各種車椅子・座位保持装置・ベッド
・コミュニケーションエイド・福祉機器
・介護用品・介護保険レンタル・住宅改修

新潟県作業療法士会事務局

〒950-0872
新潟市東区牡丹山３丁目１番11号 三森ビル301号
<TEL> 025-279-2083 <FAX> 025-384-0018
<E-mail> ot-niigata.toki4721@helen.ocn.ne.jp
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